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企業と生活者、社会との間に新しい関係性
をつくる、｢広告主のパートナー｣。2020年
社外研修プログラムの一環で、様々な企業か
ら参加された方々と共に日本経済の持続的成
長に向けて各企業が果たす役割を考え対話す
る機会があり、筆者はかつて聞いた広告業の
この定義に本質を見出した。一方現業でも、
広告主がコロナ禍で多くの問題を抱える中、
有機的なチーミングを背景に活発な提案活動
の数々と新たなビジネスが次々始まるのを目
の当たりにし、世界に大きな変化のある時こ
そ ｢広告主のパートナー｣ としての真価が発
揮されると再認識した。本稿では、元経産省
の西山圭太氏が著書『DXの思考法』（注1）に
て語る論考をベースに ｢広告主のパートナー
｣ として ｢広告会社が発揮してきた組織能力
としてのチームワーク｣ と ｢新しい世界でそ

の価値の最大化に必要な変革｣ について論じ
たい。

成長を呼び込んできた
｢パートナー｣ としてのこれまで2

最初に日本の広告会社の成り立ちを振り
返っておきたい。それは広告主というより
｢媒体社のパートナー｣ として始まり、広告
枠の販売に対する媒体社からの手数料収入を
前提に、広告枠の価値や希少性を訴求しなが
ら掲載する表現をセットでサービスし拡販
に成功することで成長した。70 〜 80年代に
なると、広告会社は ｢広告主のパートナー｣
としての色合いが濃くなる。マーケティング
の手法を駆使し広告主の成長に貢献すること
で次なる広告投資の増加をもたらす需要の喚
起に舵を切ったのは英断で、広告費は73年に
１兆円、89年に５兆円を超え５倍に。同期間
のGDP成長3.5倍を大きく上回り成長した（注2）。
広告会社と広告主との関係も変化し、宣伝担
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今回、二度目の受賞ができ大変うれしく思いま
す。３年前は「前に進める専門性」（＊）という個々
の広告人が持つケイパビリティについて書きま
したが、今回は「レイヤードリブンチームワー
ク」という広告会社の組織が有するケイパビリ
ティに焦点を当てました。互いに関連しますの
で、それぞれ読んでもらえると幸甚です。広告
業界でも、ここで働く大義、のようなものが大
事な時代ですが、読んでくれた方に、そうした
ことも感じてもらえたらと思っています。
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当者との接点から仕事をいただく受発注関係
から、商品開発や広報、営業など様々な部門
と関わり、打ち手に至る前の課題設定からお
手伝いする創発関係になった。広告主のあら
ゆる課題解決に貢献するようになったことは
生活者課題への理解や洞察も一層深め、生活
者データの収集やコンテンツなど生活者視点
での提供サービスの拡大に繋がった。90年代
半ばから携帯電話やインターネットが普及し
始め、特に00年代以降は生活者を取り巻く情
報環境も劇的に変化したが、その変化も取り
込みながら ｢広告主のパートナー｣ として価
値を高めここまでやってきた。

デジタル化と広告会社との共通項
＝レイヤー構造による課題解決メ
カニズム

3

では、なぜ広告会社がパートナーとして価
値を高め続けられたのか。その理由は、広告
会社のチームワークがDX（デジタルトラン
スフォーメーション）に必要な本質的構造を
従来から有していたことにあると考えられ
る。DXと言えば、データの活用や機械によ
る業務効率化など一部の改善に留まらず ｢経
営そのものを見直すべき｣ という主張にある
ように（注3）、企業全体の変革と結びつく概
念だが、このDXにおけるデジタル化の構造
と広告会社のチームワークがどう関係するの
か。まずは西山氏の考察が参考になるので要
点を紹介したい。

西山氏は、デジタル化のメカニズムの基本
的な特長は ｢レイヤー構造｣ だと言う。スペ
インにあった三つ星レストラン・エルブジが、
ビジネスを ｢ワークショップ｣ と ｢レストラ
ン｣ の２つのレイヤーに分け、｢ワークショッ
プ｣ では具体的な料理やメニューを考えずに
世界中の食材×調理テクニックの掛け算を繰

り返しひたすら分類してデータベース化した
一方で、｢レストラン｣ ではその無数の素材や
調理法をメニューとして再統合し顧客体験を
提供した、｢レイヤー構造｣であるのを例示し、
ここで価値を生む行為は２つの層を横切って
ある日のゲストに向けて引かれた ｢線｣ のよ
うなものだと説明する。またいくつもの層、
レイヤーが積み重なることで、最上位のレイ
ヤーではより複雑で実社会で解きたい課題に
近づけるとも言う。複数の食材を与えられて
一回しか手を加えられないと洒落たものはで
きずバリエーションも限られるが、何回も手
を加えて良ければその手数に従って作れる料
理の数が増え、食べたいものに必ず辿り着け
る。レイヤーが増えることは手数が増えるこ
とに対応し、デジタル化でも同じメカニズム
が、ゼロイチの処理というコンピュータの提
供できる素材と、人間が解いて欲しい実課題
との距離を埋める、と語っている（注1）。

つまりデジタル化が実現していることは、
何層にも積み重なったコンピュータの計算レ
イヤーの協働によって最終的に人間の実課題
解決のための新たな解決策を生み出すことだ。
筆者が発見したのは、このデジタル化のメカ
ニズムは広告会社が広告主の課題解決におい
て従来発揮してきたチームワークのあり方と
も符合することだ。｢広告主が抱える問題｣ と
｢生活者が抱える問題｣ の組み合わせの中で、
それらを同時に解決できる、あるべき姿が課
題となる。課題設定そのものにもクリエイティ
ビティが必要なわけだが、仮に ｢生活者に対
する知見/洞察/研究｣ を土台に ｢プランニン
グ｣ ｢クリエイティブディレクション｣ ｢プロ
ダクト｣ ｢プロデュース｣ といったバリュー
チェーンが下から縦方向に並ぶと考えて最終
的に ｢広告主の課題解決｣ を目指す ｢レイ
ヤー構造｣ をイメージすると、案件に応じて
課題解決を導く機動的なチーム編成で各レイ
ヤーが構成される。｢プロダクト｣ レイヤー
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で言えば、動画広告やイベント、コンテンツ、
PR、SPなど複数のサービスを提供する様々
な職種や専門性のプロフェッショナルが同
一レイヤーに拡がるが、彼らは ｢プランニン
グ｣ や ｢クリエイティブディレクション｣ の
レイヤーを構成することもある。ある案件に
おいてどのレイヤーを構成するか、またそも
そも縦横にどういうレイヤーを組んで対応す
るかは可変的だ。そして他レイヤーにも自由
に越境し全員でアイデアの具体を擦り合わせ
る。最終的にはこの擦り合わせから ｢統合｣
されたアイデア（＝コアアイデア）と実装さ
れたものが提供するサービスでありエルブジ
の例でいう価値を生む行為、｢線｣ をつくる。
このように、広告会社が発揮してきたチーム
ワークの在り方は ｢縦横のレイヤーに跨がる
様々なプロフェッショナルの機動的な擦り合
わせと統合｣ であり、そこで創造されるアイ
デアが価値発揮の源泉だった。本稿ではこれ
を ｢レイヤードリブンチームワーク｣ と名付
けたい。

レイヤードリブンチームワークの
エンジンは ｢課題ファースト｣ ×
｢内発的動機最大化｣
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｢レイヤードリブンチームワーク｣ は、文
字通り ｢レイヤー構造｣ をベースとしたチー
ムワークだ。一般的に組織やチームの多層化
というと迅速な意思決定の妨げになる、無駄
な業務を発生させるなどの理由から敬遠され
がちだが、この多層化が価値を生み出してき
た理由はまず、広告会社の文化に｢課題ファー
スト｣ が根付いていることにある。

西山氏は、DXを考える上で最も重要なの
は課題から考えること、つまり ｢抽象化｣ だ
とも言う。｢抽象化｣ とは、型を破って自由
に解決策を考えその選択肢を増やすことであ

り、スタートラインは ｢これをやればなんで
も一気に解決してしまうのではないか｣ とい
う人間側の発想でありロジックなのだ、と（注

1）。広告会社ではチーム編成がどんな形であ
れ、デジタル化で動きの起点になる ｢課題か
ら考えること｣ を、全員が大事にする姿勢を
持っている。機械の世界ではまず人間が考え
た課題に基づき、その下のレイヤーでは予め
決まったプログラムのもとでコンピュータが
それぞれ高速で最適解をはじくことを繰り返
す。広告会社の世界では、広告主の抱える課
題を各レイヤーが自律的かつ拡散的に考える
ことでその背景にある問題のメカニズムを解
明したり生活者側の抱える課題との関係性を
発見したりして、各々が課題解決の糸口に活
かし他レイヤーにも相互に影響を与え合う。
そして課題のもとでは全員が平等だ。どのレ
イヤーが捉えた発想でも全体に一気通貫する
可能性がある。また一番考え抜いてマイボー
ル意識を持って推進力を発揮する人材を尊重
し、褒め合う文化がある。広告会社では古く
からある当たり前の文化だが、｢課題ファー
スト｣ が全レイヤーに共有化されているから
こそ、各レイヤーが統合され有機的に機能す
るのだ。

さらに広告会社は、この ｢課題ファースト｣
な文化を前提に人材の ｢内発的動機を最大化｣
してきた。社会心理学者のリチャード・ハッ
クマンらのモデルによると、労働者の ｢内発
的動機｣ を高めるためには ｢能力の多様性｣
｢任務の完結性｣ ｢任務の重要性｣ ｢自律性｣
｢フィードバック｣ の５つを職務設計に織り込
む必要があり、これらが機能すれば、仕事の
有意性、作業成果に対する責任感、実際の仕
事の結果に対する知識などを労働者が確認で
きる心理状態になれるため、実績に連動する
報酬がなくてもより高いモチベーションに結
びつけられるそうだ（注4）。広告会社では例
えば、｢能力の多様性｣ ＝職種を跨ぐ経験の
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獲得へ前向きな環境、｢任務の完結性｣ ＝チー
ムの役割編成に基づくアウトプットの納品で
基本的には業務が完結する環境、｢任務の重
要性｣ ＝持ち場によらず広告主課題を捉えた
アイデアであればコアな役割を担える環境、
｢自律性｣ ＝個の推進力の発揮を促進し能動
的に実現したいことを尊重する環境、｢フィー
ドバック｣ ＝日々のコミュニケーションや広
告賞などで互いにアイデアを褒め合う環境
と、｢内発的動機｣ を高めるためのそれぞれ
の環境を業界全体の土壌として築き上げてき
た。｢課題ファースト｣ 文化を土台に人材の
｢内発的動機｣ をフルに引き出し、関わる人
材の数が多くても ｢レイヤードリブンチーム
ワーク｣を機能させてきたわけだ。｢レイヤー
ドリブンチームワーク｣ のおかげで、広告会
社は提供サービスを変容させながらも大きく
経営環境が揺らぐことなくここまで来られた
のだ。

｢レイヤードリブンチームワーク｣ を
強化してきた広告会社の組織構造5

また広告会社は、｢職種と組織の多様化｣ ｢グ
ループフォーメーション化｣ ｢機械を活用し
たハイブリッド化｣ により、DXにも対応し
自らも変革できるよう ｢レイヤードリブン
チームワーク｣ を強化してきた。まず ｢職種
と組織の多様化｣ だ。広告会社の組織構造
は大きく、主に広告主にフェースするプロ
デュース組織、もう一つは主に企画・制作を
中心とするスタッフ組織に分かれてきた。こ
れは先のエルブジの例も彷彿させる。２つが
分業することで限られた時間の中で広告主と
の対話の質量を上げつつ、一方でアウトプッ
トの追求に専念しやすい体制を取ることで品
質レベルを向上させることができた。特にス
タッフ組織ではデータ解析やデジタルクリエ
イティブ、UXデザイン、システムエンジニ
アとデジタルに強い新たな職種を切り拓くこ
とで提案可能な領域を拡げてきた。また組織
の括り方も、業種の特性に応じてフロントか
らバックエンドまで対応した編成とする形も
あれば、購買ファネルに代表されるような消

図１.「レイヤードリブンチームワーク」の全体像（「DXの思考法」を参考に筆者作成）
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費者の商品購買過程を行動プロセスに分けて
モデル化した ｢ファネル｣ ごとに編成する形
もあるなど多様化している。多様な職種がレ
イヤーの横方向に拡がりつつ、縦方向では
サービス基点で組織として括られる（レイヤ
リングされる）。結果として様々なレイヤー
構成に対応できる組織や人材を保有でき、案
件ごとのチーミングの際により多層的なレイ
ヤーを構築し、難しい課題も解決してきた。

次は ｢グループフォーメーション化｣ だ。
社内組織を持たずとも、買収や分社化、提携
などによって領域特化した専門度の高いサー
ビス群を編成できるようになった。従来には
なかったサービス領域でもグループとして品
揃えを増やせるようにし、その統合により貢
献度を高める。ADKでは運用型TVCMソ
リューションを共同提供することを目的とし
たノバセルとの業務提携も出てきた（注5）。ま
た、電通グループは ｢ヘルスケア領域の統合
ソリューション特化｣ ｢組織企業の未来価値
を見出すことに特化｣ ｢B2B領域特化｣ といっ
た形で次々にグループ横断組織を展開する、
博報堂DYは企業のDXを統合的に支援するグ
ループ横断組織として ｢HAKUHODODX_
UNITED｣ を組成するなど、グループを跨い
で縦横にレイヤリングし専門領域特化したサー
ビスを展開する事例も増えてきている（注6）。

最後は ｢機械を活用したハイブリッド化｣
だ。ここは今最も社会的に注目が集まる。例
えば博報堂DYによる、｢広告枠の取引｣ に
よるビジネスから ｢広告効果の最大化｣ によ
るビジネスへの転換を見据えた次世代型モデ
ル ｢AaaS｣、サイバーエージェントによる、
広告効果が出た時のみクリエイティブ制作費
を成功報酬とするAIを活用した革新的な制作
プロセス ｢極（キワミ）予測AI｣ などだ（注7）。
機械と人間との組み合わせで広告主にとって
も低コストで高い成果を収めることを可能に
する。AIなど機械の活用に関しては資本市

場からも関心が高く、20年度にその取り組
みも評価されたサイバーエージェントの時
価総額が一時電通グループを上回った（注8）。
各社広報活動との連携も含めて開発が加速し
ており、今は特定レイヤーの機能の一つある
いはレイヤーを繋ぐ役割が中心だが、レイ
ヤーごと機械に置き換えるなどできれば、大
胆なコスト改善や価値創出も図れるだろう。

問題は業務が ｢キャンペーン｣ か
ら ｢運用｣ へシフトする中でのク
リエイティビティ発揮

6

この ｢レイヤードリブンチームワーク｣ は、
一定期間に瞬発力を発揮して目的達成を目指
す ｢キャンペーン｣ 業務に高いクリエイティ
ビティを発揮できた。｢かくある未来を実現
したい｣ ｢生活者の求めているものはこうで
はないか｣ といった個々人の思いや見立てを
目の前の仕事に込め、｢課題から考える｣ 点
において最も芯を食うコアアイデアをもたら
す人材が全体をリードし、レイヤーを跨って
力強い推進力を発揮しやすい構造だったから
だ。だがデジタル化が劇的に進み、効果の進
捗や日々発生する変数に対応する ｢運用｣ 業
務が中心になると、プロジェクトのリードタ
イムが長くなり安定的な成果創出が求められ
るようになる。どんなに素晴らしくても瞬発
的な発想力や実行力だけで突破するのは難し
く、誰かが継続してリーダーシップを発揮し
ようとしても息切れするような局面も出てき
た。

これは、東京都立大の水越康介氏が問題提
起するマーケティングにおける ｢リアリティ｣
と ｢アクチュアリティ｣ の対概念と関連する。
水越氏は、｢リアリティ｣ は現実を構成する
事物の集まりを意味し対象化された実体なの
に対し、｢アクチュアリティ｣ は働きや運動
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そのものを指す主客未分化な状態だが、本来
｢リアリティ｣ に定義されて初めて ｢アクチュ
アリティ｣ は顕在化するにも関わらず、マー
ケティングでは往々にして、潜在的な ｢リ
アリティ｣ を見出すことであたかも従来から
｢アクチュアリティ｣ があったように時間的
倒錯が起きると指摘する。例えば静音型洗濯
機のヒットは洗濯機の騒音問題を解決し生活
者のニーズに基づいたものであるかのように
解釈されるが、実は生活者にとって騒音問題
はそもそも顕在化しておらずヒットの事後の
結果でしかない、と（注9）。この視点に立脚す
れば、｢キャンペーン｣ 業務で従来発揮してき
たクリエイティビティは、前向きな時間的倒
錯を生み出すためコアアイデアを全レイヤー
に一気通貫させることであり、｢リアリティ｣
の発見によって ｢アクチュアリティ｣ に作用
するその爆発力に重きがあったと言える。だ
が、高速対応・プロジェクト対応が中心の
｢運用｣ 業務が増えて対象とする事象が常に
流動的になると、それを捕捉しながら動的に
課題やコアアイデアを見出す必要がある。｢レ
イヤードリブンチームワーク｣ にも動的な
｢リアリティ｣ の発見と、その結果作用し変
化させる ｢アクチュアリティ｣ の把握を全レ
イヤーで素早く循環させながら連続性あるク
リエイティビティの発揮が求められるのだ。
神戸大の石井淳蔵氏は、｢顧客のインサイト
を発見し市場に向けた活動を次々と連鎖させ
ていくことにより市場に創造的に適応するこ
とがマーケティングにおける成功の決め手｣
と説くが（注10）、今求められるのは ｢創造的
適応｣、つまり偶発的に起こる事象を取り込
みながら新たな価値を継続的に生み出すクリ
エイティビティだ。

レイヤードリブンチームワークを
進化させる ｢ステアリングクリエ
イティビティ｣

7

｢運用｣ 業務で力を発揮するよう ｢レイヤー
ドリブンチームワーク｣ を進化させるクリエ
イティビティの在り方、それを ｢ステアリン
グクリエイティビティ｣ と呼びたい。｢ステ
アリングクリエイティビティ｣ は、｢運用を
クリエイティビティの基盤そのもの｣と捉え、
広告会社のリソースと広告主のリソースを組
み合わせて ｢創造的適応力｣ の最大化を図る
大きなチームワークに根差したクリエイティ
ビティだ。かつて稲盛和夫氏が、経営者を飛
行機の操縦者に、会計の数値をコックピット
の計器盤に例えたのは有名な話だが（注11）、
｢運用｣ は主体的な業務でありクリエイティ
ビティの基盤であるという不可分な状態だ。
目的であり手段とも言える。｢ステアリング
クリエイティビティ｣ における ｢運用｣ は、
単に運用型広告の最適化を指すのではない。
それは顧客の声に素早くレスポンスしながら
広告出稿だけでなく商品・サービスそのもの
を構想することかもしれないし、経営・マー
ケティング指標をモニタリングしながら広告
主のオウンドメディアを発展・進化させるこ
とかもしれないし、あるいは財務・管理会計
に関わる数字に各種活動情報を組み合わせて
市場との対話に取り組む高度なIR運用かも
しれない。｢該当する運用業務に長けた人材｣
が一番前に出て広告主と常時繋がりフェース
しながらその周辺に様々なスキルを持つ広告
人材をレイヤリングしチームワークを利かせ
る。｢運用｣ で起こる事象を取り込みながら
繰り返しコアアイデアの一気通貫を試みる、
｢レイヤードリブンチームワーク｣ の真骨頂
だ。

｢ステアリングクリエイティビティ｣ の発
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揮は ｢プロセスエコノミー｣ の概念とも通じ
る。

尾原和啓氏は著書で、古川健介氏の言葉を
借りてその概念を説明しているが、このよう
な趣旨だ。プロセスでは課金せず、アウトプッ
トで課金するのがアウトプットエコノミーで
ある。アウトプットエコノミーはいいものを
作って安く提供して適切に知ってもらい、届
けることが重要だ。だがネットを通じて情報
の入手の容易さが高まるとともに口コミが広
がるスピードが速くなると、ダメなものがど
んどん淘汰され品質の水準が高まり続ける。
結果アウトプットで差が付きづらくなり相対
的にプロセスが重視され、持続可能性をテー
マにした商品開発やオーディションのドキュ
メンタリー自体をパッケージ化して人気を集
める ｢プロセスエコノミー｣ が益々重要に
なった（注12）。プロセスというと効率化やリ
ソース管理に目が行きがちだが、｢プロセスエ
コノミー｣ はプロセスを顧客に対しての価値
創造に活かすという着眼だ。また故クレイト
ン・クリステンセン氏は ｢ジョブ理論｣ で、
｢プロセスには力があり、顧客の片づけるべ
きジョブを中心に、つまり顧客の求める進歩
を促し体験を届けることに最適化されていれ
ば、他社が模倣できない独自のものとなり競
争優位の大きな源になる｣ と言うが（注13）、
広告会社も ｢運用｣ プロセスを広告主に対す
る価値創造に活かすべきなのだ。同様の動き
は ｢企業のコンテンツマーケティングを支援
する新聞社の増加｣ にも表れている。企業
の要請に応える営業部門の経験値やメディア
で蓄積していた利用者データ等も強みに、記
者経験者を中核に据えた製作体制で記事広告
やネイティブ広告の作成に携わる事業を強化
する（注14）。単発の成果物ではなく継続的に
広告主を支える体制そのものを売りにしてお
り、｢ステアリングクリエイティビティ｣ の
好例だ。

コロナ前の世界では、マーケティング領域
を中心に広告主が内製化を進める動きが活性
化していたが、コロナ禍で外部との協業への
揺り戻しの動きが顕在化し始め、広告会社の
チャンスが拡がるとの話もある（注15）。加え
て20年度の非IT系BPO（ビジネスプロセス
アウトソーシング）市場は同2.9％増の約1.8
兆円とコロナ禍でもプラス成長が予測され、
今後の需要拡大も見込まれる（注16）。主体的
に ｢運用｣ を任せてもらい、広告主とも連携
して時には利害関係も調整しながら物事を前
進させ中長期で創造的な成果を導出する ｢ス
テアリングクリエイティビティ｣ は、プロセ
スの効率化やリソース管理の提案を得意とす
るコンサル会社やIT企業などの多様な競合
に打ち勝ち、ビジネスを拡大するための柱と
なるだろう。

｢ステアリングクリエイティビティ｣
の発揮に必要なケイパビリティ8

では、この ｢ステアリングクリエイティビ
ティ｣ の発揮に必要なケイパビリティを４つ
挙げたい。まずは ｢パーパス推進力｣ だ。瞬
間的で突出した成果より中長期で安定した成
果の創出に軸足が移ると、その目標設定が従
来以上に大事になる。立脚点はやはり ｢パー
パス｣ だろう。持続可能な社会への要請を背
景に広告主と、顧客だけでなく長期投資家な
ども含む様々なステークホルダーとの関係構
築の難易度が向上し、これが ｢パーパス｣ へ
の注目を高めている。社外研修プログラムで
も感じたが、広告主の経営層の問題意識は今、
まさにここにある。コロナ禍で脱炭素やサプ
ライチェーンの透明化など持続的成長をもた
らす投資が一気に加速し、またアクティビス
トの具体的な提案が経営に大きな影響を与え
る事態も起きた（注17）。上場会社でなくても
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ESG視点での対応を誤ると不買を招く、資
金調達に悪影響が及ぶなどの可能性もあり、
難題だ。一橋大学の名和高司氏は、資本主義
を ｢志本主義｣ と読み換えて企業内部から湧
き上がる活力と社会的意義を結びつけること
が必要だと指摘する（注18）。顧客視点だけで
なく従業員、取引先、コミュニティ、投資家
と幅広い対象にとっての存在意義を意識し、
広告主の活力を引き出して、中長期で企業価
値の創造に貢献する大きな目標設定がまず大
事であり、その大きな目標の推進を目指す。

２つ目は、｢ルールデザイン力｣ だ。大き
な目標設定に対応し、具体運用目標を一定の
KPI（数値目標）に落とし込むことが求めら
れる。広告会社と広告主とで ｢運用｣ を通じ
て目指すゴールとプロセスを明確にし、ルー
ル化する。報酬設計は達成度に応じた可変的
なものが相応しいだろう。どれだけ深く案件
の成果に関われたかで広告人材の価値や対価
も決めるべきだし、成果が想定を上回る（下
回る）場合の精算の考え方も整理できねばな
らない。状況に応じて柔軟にルールを再設計
し広告主と都度共有化できる力も求められ
る。一方で個別の目標設定や報酬設計に限ら
ず、より大きな視点でのルールづくりで成果
を創出できることもある。例えばマイケル・
ポーター氏がネスレのアドバイザリーボード
に就任した際に、ネスレの企業価値を高める
ためにCSV（Creating Shared Value）とい
う思想を世界に広め、新しいルールをつくり
その先駆者としてネスレを位置づけるという
手法を取ったというが、これも ｢ルールデザ
イン力｣ の好例だ（注18）。また、終わりない
業務で息切れしないよう数ヵ月〜数年程度で
の定期的な配置転換を前提に様々なパターン
の ｢運用｣ を学ぶ育成を広告主との取引上も
問題なく進められる環境や、常時接続ながら
業務時間を管理可能にする、心理的安全を確
保するなどの環境の整備、あるいは機械化を

活用して人間の手を介さず効率化する部分を
大胆に創出することなども、もちろん必要だ
ろう。

３つ目は、｢動態力｣ だ。｢運用｣ に棲み込
み次々と創造的適応力を発揮できるためには、
時間軸で動的に変化することが必要だ。役割
や経験値に囚われずに広告人材がスキルを活
かすことはもちろん、時間が経つに連れレイ
ヤーそのものを流動的にし、組み込む機能や
人材が柔軟に入れ替わり再結合しなくてはな
らない。状況に併せてリーダーシップを発揮
する人材も入れ替わる。こうした ｢動態力｣ を
発揮するための組織づくりがまず重要だ。その
ため、これからはプロデュースを担当する営
業、アウトプットを担当するスタッフと分業
せずに、求められる ｢運用｣ に関するスキル
を持った人材が機動的に広告主と接点構築し
やすくする大きな1つのフロント組織体を形
成すべきだ。広告主により深くネットワーク
を拡げる人材もいれば、研究開発領域を中心
とする人材もいるなど機能に応じた小組織に
は分かれるものの、フロント組織の中に様々
な機能や人材が配置され、それらが自由に離
散・結合できるようにする。この視点で会社
全体の組織を再編して成功した企業の先行事
例としてマイクロソフトが挙げられる。同社
は顧客へのクラウド活用促進に向けテクノロ
ジーを最重視した組織に生まれ変わり、製品
ごとの事業部に分かれる縦割りの組織を、マ
ルチデバイスに対応するため17年より基礎
研究・製品開発・販売・マーケティングといっ
た機能がワンチームになった産業別の営業組
織に再編した。クラウドで新しいビジネスの
ディールに取り組む技術営業部隊ができて技
術面から提案する、テクニカルな専門知識を
持ったスタッフがデジタルテクノロジーを
使って顧客に直接アクセスするなど、組織を
挙げて顧客のDX化を支援すべく従来の役割
に囚われずにほぼ全ての法人向け事業部担当
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部門の社員が異動や職責が変更になり、結果
としてこれらが躍進に繋がったという（注19）。
｢動態力｣ を高める組織への変革が成果創出
に繋がった好例である。

最後は広告主との ｢シームレス力｣ だ。中
長期で安定した成果を生み出すことに軸足が
移ると、完全な納品物を売るというよりは継
続的な成果を売る形にシフトするだろう。多
少不完全でも反応を見ながら随時修正対応
するプロセスを志向するため、広告主とも
定量/定性、財務/非財務の様々な情報連携
が ｢シームレス｣ に繋がる大きなチームの編
成が必要だ。そしてここは、コロナ禍を経た
ビジネス環境の変化が追い風になると見てい
る。従来は頻繁に対面でミーティングする
か、あるいは広告主に常駐する形でないと広
告主と一体化したチームワークを利かせるの
は難しかったが、今は通信インフラも向上し
ZoomやTeamsなどを活用しながらリモート
環境から常時接続での組織対応が可能だ。離
れていても手軽な多数同時参加型の対話が可
能になることによって、精度の高い ｢運用｣
もいつでもどこにいてもでき、また特定のプ
ロジェクトに縛られずに一人が何役かの ｢運
用｣ もできる。広告人材間の連携は言うまで

もないが、情報共有ツールの導入も進めて広
告主とも同じレベルで連携可能な環境を実現
したい。広告主とのより ｢シームレス｣ な環
境はタイムリーで精度の高い運用に繋がり、
中長期の安定した成果をもたらすことができ
るはずだ。

おわりに
〜広告会社のチームワークによる
価値創造に限界はない〜

9

広告会社が提供価値を上げてきた源泉は ｢
レイヤードリブンチームワーク｣ だ。コロナ
禍でビジネス環境変化が加速し、探索と深化
を両輪で回す ｢両利きの経営｣（注20）に益々
注目が集まるが、こうした時こそ鍛えてきた
組織能力にまず目を向けることが必要だ。広
告会社の発揮するチームワークに限界はな
い。運用がクリエイティビティの基盤となる
｢ステアリングクリエイティビティ｣ への変
革で、広告会社は新しい世界でのビジネスの
価値創造でイニシアティブを取り、広告主と
生活者、社会に貢献し続けられると信じてい
る。

図２.「ステアリングクリエイティビティ」の全体像（筆者作成）
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user/pdf/ir/library/annual/cyberagent_
IR_2020_jpn.pdf?v=1613379484/），2021.8.10.
注8）日本経済新聞，｢サイバーエージェント、時
価総額で電通と拮抗28日に本決算、1兆円クラブ
の試金石に｣（2020.10 .26），（https ://www.
nikkei.com/article/DGXMZO65282660R21
C20A0000000/），2021.7 .6 .
注9）水越康介（2011），『企業と市場と観察者〜
マーケティング方法論研究の新地平〜』（有斐閣）
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注10-1）石井淳蔵（2009），『ビジネス・インサ
イト』（岩波新書）
注10-2）嶋口充輝/石井淳蔵/黒岩健一郎/水越
康介（2008），『マーケティング優良企業の条件
〜創造的適応への挑戦〜』（日本経済新聞社）
注11）稲盛和夫（2000），『稲盛和夫の実学』（日
本経済新聞出版）
注12）尾原和啓（2021），『プロセスエコノミー
あなたの物語が価値になる』（幻冬舎）
注13）クレイトン・M・クリステンセン/タディ・
ホール/カレン・ディロン/デイビッド・S・ダ
ンカン（依田光江）（2017），『ジョブ理論』（ハー
パーコリンズ・ジャパン）
注14）宣伝会議，｢広告業界トピックス〜新聞社
のブランドスタジオ設立広がるコンテンツマー
ケティング支援が目的〜｣（2018.6），（https://
mag.sendenkaigi .com/senden/201806/ad-
topics/013450.php），2021.7 .6 .
注15）DIGIDAY，｢マーケティングの内製化、
ブームは新たな局面へ：普及しはじめたハイブ
リッドモデル｣（2021.5.26），（https://digiday.
jp/brands/brands-rethink-their-in-housing-
plans-after-tactic-was-put-on-ice-amid-pan
demic/），2021.7 .6 .
注16）株式会社矢野経済研究所，｢BPO（ビジ
ネスプロセスアウトソーシング）市場に関する
調査を実施（2020年）｣（2020.11 .27），（https://
www.yano.co.jp/press-release/show/press_
id/2577），2021.7 .6 .
注17）日本経済新聞，｢東芝、永山前議長への
反対56%	綱川氏の賛成率も下落｣（2021.6 .28），

（https://www.nikkei.com/article/DGXZQO
UC2867U0Y1A620C2000000/），2021.8 .10 .
注18）名和高司（2021），『パーパス経営』（東
洋経済新報社）
注19）上阪徹（2018），『Microsoft再始動する
最強企業』（ダイヤモンド社）
注20）チャールズ・A.オライリー /マイケル・
L.タッシュマン（入山章栄/渡部典子）（2019），

『両利きの経営』（東洋経済新報社）
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